
別紙（10－3）

評価方式 - 番号 30

補 正 予 算 （ 千 円 ）

国家戦略上重要な基幹技術の推進

政策目標の達成度合い -

436,429,024

ほか復興庁一括計上分＜0＞

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分 2,769,255ほか復興庁一括計上分 3,145,235

31年度概算要求額

464,647,328

32,415,368

30年度29年度

ほか復興庁一括計上分＜0＞

0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

571,260,647

当 初 予 算 （ 千 円 ）

△9,176,516

28年度

【政策ごとの予算額等】

ほか復興庁一括計上分＜0＞

政策評価調書（個別票1）

政策名

＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0

27年度

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

442,497,438

465,736,290

437,398,025

＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0

ほか復興庁一括計上分 3,515,597ほか復興庁一括計上分 3,973,628

＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分 3,515,597

＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

＜0＞

＜0＞

ほか復興庁一括計上分 3,514,612

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2 一般 文部科学本省

● 3 一般 文部科学本省

● 4 一般 文部科学本省

● 5 一般 文部科学本省

● 6 復興特別 復興庁

● 7 エネルギー対策特別 電源開発促進勘定

● 8 エネルギー対策特別 電源開発促進勘定

◆ 1 一般 文部科学本省

◆ 2 一般 文部科学本省

◆ 3 一般 文部科学本省

◆ 4 一般 文部科学本省

◆ 5 一般 文部科学本省

◆ 6 一般 文部科学本省

◆ 7 一般 文部科学本省

◆ 8 一般 文部科学本省

◆ 9 復興特別 復興庁

◆ 10 エネルギー対策特別 電源開発促進勘定

◆ 11 エネルギー対策特別 電源開発促進勘定

505,187,253

の内数

2,185,000

126,866,515

1,663,320

2,499,980

31年度
概算要求額

1,045,064

14,146,929

1,404,573

68,842,649

121,997,358

の内数

3,426,034

1,256,841

54,409,222

の内数

107,755,298

411,702

36,991,207

30年度
当初予算額

1,003,308

13,999,113

国立研究開発法人日本原子力研究開
発機構運営費

事項

小計

90,073,678

電源立地対策に必要な経費

電源利用対策費

電源立地対策費

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構運営費交付金
に必要な経費

教育・科学技術等復興政策費 海洋に関する基幹技術の推進に必要な経費

電源立地対策及電源利用対策の財源のエネルギー対策特
別会計電源開発促進勘定へ繰入れに必要な経費

国立研究開発機構日本原子力研究開
発機構運営費

国立研究開発機構日本原子力研究開発機構運営費交付金
に必要な経費

国家戦略上重要な基幹技術の推進 30

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

電源開発促進税財源電源立地対策及
電源利用対策費エネルギー対策特別
会計へ繰入

東日本大震災復興国立研究開発機構
日本原子力研究開発機構運営費

東日本大震災復興に係る国立研究開発機構日本原子力研
究開発機構運営費交付金に必要な経費

国立研究開発機構日本原子力研究開
発機構施設整備費

国立研究開発機構日本原子力研究開発機構施設整備費補
助金に必要な経費

電源立地対策及電源利用対策費エネ
ルギー対策特別会計へ繰入

電源開発促進税財源電源立地対策及電源利用対策費エネ
ルギー対策特別会計電源開発促進勘定へ繰入れに必要な
経費

政策名

国立研究開発法人日本原子力研究開
発機構施設整備費

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構施設整備に必
要な経費

の内数

予算額

小計

645,255 584,255

政策評価調書（個別票2）

電源利用対策に必要な経費

386,134,038

海洋に関する基幹技術の推進に必要な経費

項

研究開発推進費

研究開発推進費 原子力エネルギーに関する基幹技術の推進に必要な経費 1,284,839 1,074,066

南極地域観測事業費 南極地域観測事業に必要な経費 5,064,280 5,339,124

29,785,295 43,415,053

研究開発推進費 原子力研究開発に関する基幹技術の推進に必要な経費 1,370,291 1,833,585

研究開発推進費 宇宙・航空に関する基幹技術の推進に必要な経費

2,317,498

国立研究開発法人海洋研究開発機構
船舶建造費

国立研究開発法人海洋研究開発機構船舶建造に必要な経
費

3,081,348

国立研究開発法人宇宙航空研究開発
機構運営費

国立研究開発機構宇宙航空研究開発機構運営費交付金に
必要な経費

113,060,958 141,903,069

国立研究開発法人宇宙航空研究開発
機構施設整備費

40,832,347

21,633,400

国立研究開発法人海洋研究開発機構
運営費

国立研究開発法人海洋研究開発機構運営費交付金に必要
な経費

31,260,631 34,678,933

国立研究開発機構宇宙航空研究開発機構施設整備費に必
要な経費

654,550 8,028,465
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会計 組織／勘定
31年度

概算要求額
30年度

当初予算額
事項整理番号 項

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数

の内数

574,029,902

の内数

の内数

の内数

440,543,260

の内数

合計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 30
（千円）

合計

31年度
概算要求額

増△減額

政策評価結果のポイント

概算要求への反映状況

政策評価調書（個別票３）

政策名 国家戦略上重要な基幹技術の推進

事務事業名 概要 整理番号

予算額

政策評価結果の反映
による見直し額(削

減額)

達成しようとする目標及び実績

30年度
当初予算額


